
●刑事模擬裁判開催

●九州弁護士会連合会主催 法科大学院生

対象の夏期講座が開講

●平成 22 年度新司法試験論文式試験（民

事系科目）民法分野の解説

ＩＮＤＥＸ

8 月 14 日(土)午前 9 時から午後 5 時頃ま

で、総合教育研究棟の法廷教室において、模

擬刑事裁判を開催しました。この模擬裁判は、

３年生向けの実務基礎科目「刑事模擬裁判」

の一部として行われたものです。授業科目と

しての「刑事模擬裁判」は、派遣検察官教員

である森川誠一郎先生（福岡高等検察庁宮崎

支部）のご指導の下で、前期に毎週開講され

ました。架空の事件を素材として、公判準備

から公判手続、判決に至るまでの実際を学ぶ

ものです。学生は、検察官役と弁護人役とに

分かれ、事件のポイントを検討し、証人尋問

や被告人質問の準備をしたり、冒頭陳述や論

告・弁論を起案するなどの学修を重ねました。

この日の模擬裁判は、そうした学修の総まと

めとして、実際の審理を行ったものです。学

生は、模擬裁判の経験を通じて、刑事訴訟の

実務を体験的に理解するだけでなく、法律論

を適用するために必要な「事実」を、生（な

ま）の社会的事実の中からどのように

抽出するのかをじっくり学びとったようで

す。

この模擬裁判は、一般市民の方々にも公開

して行いました。当日は、お盆休みの真っ最

中であるにもかかわらず、傍聴席は満席とな

り、多くのマスコミでも取り上げていただき

ました。ご来場くださった皆さまに、この場

を借りてお礼申し上げます。

平成２２年８月２１日と２２日、昨年に

続いて、九州弁護士会連合会主催の法科大

学院生対象の夏期講座が開講されました。

鹿児島大学、九州大学、熊本大学、琉球

大学４大学を遠隔講義システムで結び、初

日は、「法律学の学び方（宮城哲弁護士：

沖縄弁護士会）」「行政訴訟実務（浅野秀

樹弁護士：福岡県弁護士会）」「労働問題

実務（熊本県弁護士会）」、２日目は「医

療訴訟実務（田村雅樹弁護士／久保井摂弁護

士：福岡県弁護士会）」「刑事弁護実務－裁

判員裁判（本木順也弁護士/本学准教授：鹿

児島県弁護士会）」「知財事件実務（田中雅

俊弁護士：福岡県弁護士会）」で構成。各分

野の第一線で活躍する弁護士が講義を担当

しました。なかでも、労働や医療の分野にお

いては、紛争の対立当事者それぞれの代理を

経験している弁護士双方が登壇し、将来の法

曹に現場の緊張と興奮を伝えようとする、熱

のこもった講義が展開されました。また、本

木先生は、弁護士会での勉強会の取り組みを

紹介しつつ、自らの裁判員裁判での実践の試

行錯誤をお話になりました。

来年度も予定されているので、あらためて

多くの院生の受講を期待します。（次頁に学

生の感想を掲載しています。）

平成 22 年度新司法試験論文式試験（民事

系科目）は、第 1 問が商法、第 2 問が民法

および民事訴訟法からの出題となっている。

このうち、民法分野からの出題である第 2

問の設問１・設問２（１）（２）・設問５の

中から、今号では設問５を取り扱う。

すでに「解説」が存在するが、ここでは私

なりの解説を試みたい。

ＥとＡの親子関係の問題については、ま

ずＡの認知の効力が問題となる。

１．Ａの任意認知の効力

(1)任意認知は要式行為であり、届出によっ
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◆刑事模擬裁判／受講後の感想◆

１ 模擬裁判を終えて

去る 8 月 14 日、刑事模擬裁判の裁判実習

が行われた。お盆中の開催にもかかわらず、

多数の傍聴者が来てくださり、私達も緊張感を

もって模擬裁判に臨んだ。

模擬裁判という性格上、争点、証拠（特に物

的証拠）を限定した中で、証人、被告人といっ

た、人証を主な証拠とし、それぞれに対する尋

問、質問を行うことで、事件の争点に関わる証

言を引き出すことを主眼とし、検察官、弁護人

双方がそれぞれの活動を行うこととなった。

普段の学習においては、与えられた所与の事

実を法律（条文）、判例に照らしてどう評価するか

がその眼目となるが、実務においては、その前提

となる事実自体を収集することが必要となる。

今回の模擬裁判においても、私は検察官役で

あったため、証人、被告人からいかにして検察官

が主張すべき事実を引き出すかにつき頭を悩ま

せられ、何度も打ち合わせを行い、本番に臨ん

だが、それらが十分に発揮できたか、反省すべ

き点もあった。

２ 実務系科目を履修する意義

理論と実務の架橋という法科大学院の理念に照

らし、実務系の科目を履修することの意義もさ

ることながら、私は、実務系の科目を履修する

ことで、普段の学習のモチベーションを維持

することに役立つと考え、刑事模擬裁判等の

実務系科目を履修することにしている。

３年間という学習期間を通じ、高いモチベーシ

ョンを維持し続けることはときに難しい。実務の

一端に触れることで、新たな学習意欲を喚起

することも必要なのではないかと考えている。

法科大学院 ３年 出水 春彦



て効力が発生（創設的届出）(民 781①)する
ものであるから、Ｅが届出をしない間にＡが
死亡した以上、仮にＥがＡ死亡後に届出をし
ても効力は発生しない。この論点は、これ以
上、論じる必要はない。
(2)遺言による認知(民 781②)

遺言認知の場合、遺言の効力発生時（Ａ
死亡時）に認知の効力が発生し、届出は報告
的届出となるが、本事案の自筆証書遺言に遺
言認知の効力を認めることは困難であり、論
点として論じる必要性はほとんどない(時間
が余れば論じてもよいが、あまり意味はな
い)。
２．死後認知
それでは、Ｅが死後認知の訴えを提起する

ことができるか。
本事案の事実関係及び設問（ＥがＡの子で

あるかどうかにも言及しつつ）から、Ｅが死
後認知の訴えを提起する可能性をも考慮す
る必要がある。設問５は債務の承継が問題と
なるが、他にも資産として「工場とその敷地」
が存する以上、Ａの認知届を怠ったＥは、残
された方策がないかを探るはずであり（あな
たが弁護士であれば当然そうするでしょう）、
死後認知の訴えを提起することが十分考え
られる。Ａの死後 3 年という期間制限がある
が(民 787 条ただし書き)、本事実関係を前提
にすると、この請求は認められる。
＊この場合、嫡出子か非嫡出子か。準正の効

力発生時期の問題
認知準正の場合、民法は「認知の時」から

嫡出子の身分を取得すると規定するが（789
条②）、父死亡後に強制認知があった場合な
どでは、婚姻の時から準正の効力が発生する
と解されている（通説）。ＡＤが婚姻した平
成 6 年 2 月時からＥの嫡出子の身分が発生
し、Ａ死亡時点で嫡出子としての相続権を有
する。
３．遺言に関するその他の論点
公刊された「解説」の中には、Ａの死後発

見された平成 20 年 4 月 6 日付遺言「(遺産
につき)Ｃを２，Ｅを１とする割合で分ける
こと」と、Ａの認知届作成・Ｅへの提出依頼
（平成 22 年 1 月 12 日）の前後関係から、
後者により遺言が撤回されたのではないか
という論点を提示し、これを詳細に論じるも
のがある。そもそも遺言の撤回は遺言の方式
に従ってなすものであり（民 1022 条）、又
抵触による遺言の撤回(民 1023 条①②)にあ
たる可能性もきわめて低い。Ａの認知届は効
力を生じていないのである。のみならず、親
子関係を形成しようとする「認知」と「相続
分の指定や包括遺贈」の遺言との間に抵触が
あるとは考えにくい。「相続分の指定」等の
遺言は、平等の法定相続分を持つ嫡出子間に
おいても、差等を設けることを許す制度なの
である。

４．元本支払い義務の承継の問題
元本支払い義務の承継問題は、２で論じた

死後認知を考慮する場合と考慮しない場合
とで異なる。
(1)死後認知を考慮に入れない場合、相続人
はＣのみとなる。
＊Ｅは支払い義務を負うか。

遺言の分割割合「2 対 1」は、相続人では
ないＥへの遺産の包括遺贈と解される。この
場合、Ｅが 600 万円の 3 分の 1（200 万円）
の支払い義務をＨに負うことは当然である
(民 990 条) 。
＊Ｃの支払い義務についてはどうか。遺言が
相続債権者の関与なくなされたものである
場合、相続債権者に対してはその効力は及ば
ない。したがって、唯一の相続人Ｃは相続債
務の全額を承継し、ＣがＨから 600 万円全
額の支払請求を受けた場合は、これに応じな
ければならない。その上で、ＣがＥに 200
万円の求償をすることになる。
(2)死後認知を考慮に入れる場合、相続人は
Ｃ及びＥの 2 人である。
＊前述のように、Ｅが準正嫡出子となるとす
れば、ＣとＥの法定相続分は各々２分の１で
ある。Ａは遺言でＣに 2、Ｅに 1 の割合で相
続分の指定をしたと解すべきであろう。
＊相続分の指定が相続債務に及ぶか。

可分の相続債務に関しては、判例は従来、
相続開始と同時に各相続人に法定相続分に

従って分割帰属し、相続分の指定や遺産分割
等の対象とならないとしてきた。遺留分侵害
額の算定方式が問題となった「最(三小)判平
成 8・11・26」は、包括遺贈の事案で、遺
留分減殺請求者の負担すべき相続債務を、法
定相続分に応じて加算する。すなわち、可分
債務の当然分割帰属説に立つ。しかし、最新
判例である「最(三小)判平成 21 年 3 月 24
日」は、「全財産を相続させる旨の遺言」の
事案においてこれを否定し、特段の事情がな
い限り、当該受益相続人が相続債務も全て承
継すると判示する。しかし、これは相続債権
者には対抗できないとする。したがって、こ
の見解に従えば、Ａの相続分の指定により、
債務も 2 対 1 の割合でＣとＥに帰属するこ
とになるが、これはＨには対抗できないから、
Ｈが 2 分の 1 の法定相続分によって、300
万円の支払をＥに求めた場合、Ｅはこれに応
じなければならず、その上で、ＥがＣに 100
万円の求償をすることになる。
※最新判例である「最(三小)判平成 21 年

3 月 24 日」は、授業で重点的に取り扱った
ので、昨年の民法Ｅの受講生は、判例を念頭
に対応できるはずである。ただ判例を知らな
い場合でも、相続債務に関する基本的相続法
知識と思考能力があれば対応可能な問題だ
と思う。

緒方直人（民法）
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◆九弁連夏期講座を受講して
1 日目の 1 限目、法律学の学び方～自学自習のた

めの学習ポイント～という講義のみ受講した。この講義
は、特定の科目ではなく、すべての法律・すべての科目
に共通する法律一般の学び方を対象としたもので、こ
の講義の目的としては、法曹に必要な能力や新司法
試験で試されている能力を具体的に検討することによ
り、法科大学院で身につけるべき知識や能力について
具体的なイメージをもって、法曹になるための学習をお
もしろいと感じてもらうことであった。以下、特に印象に

残っている話を 2 つ述べる。
まず一つ目は、法曹に必要な基本的なスキルとして

の「法的問題発見能力」についてである。講義の中で、
法科大学院の授業で「論点」を中心に勉強しているが、
その解釈以前に「なぜ論点となるのか」が重要であると
述べられた。「法的問題発見能力」を身につけるために
は、なぜ論点となるのかを意識しなければ身につかない
からだ。そのためには体系的な法知識、事案分析能力
が必要である。私はとにかく「論点は重要なのだ」という
意識の下、授業で扱われる論点について学説や判例の
立場を覚える意識しかもっていなかった。

識の二つ目は、新司法試験とはどのようなもので、何
が試されているかについての話である。司法試験法によ
れば、「専門的な学識並びに法的な分析、構成及び論
述の能力」を試されているのであって、その判定は「理論
的かつ実践的な能力」をみるものである。とすると、新司
法試験では応用能力を試す問題が必ずあり、現場で事
案を分析し知識を応用して論証する能力を求められる。
前述したような法的発見能力がなければ対応できない
ということである。

法学未修者の私にとって勉強の仕方がよくわからな
かったのは正直なところであるが、入学してからの 3 ヶ月
間、とにかく授業についていき単位を取得することだけ
が意識として先行したまま、授業で与えられた論点を潰

すというスタンスで勉強をし、1 年前期を終えてしまった。
しかしこの講義で体系的な基礎知習得と法的問題発見
能力の重要性を意識することができたので、私にとって
この講義は大変有意義なものとなった。

今後は学修する目的を具体的かつ明確にし、それを身
につける合理的な学修を模索するなかで自分に合った
勉強法を確立していきたい。

法科大学院 1年 久徳 衣子

◆新たなモティベーション
８月後半の時期にあった夏期集中講義は、前期の試

験を終えほっとしていた気分が長く続いていた頃に実施
されたものだったので、自分の気持ちを引き締めるいい
機会となりました。

「労働問題実務」と「医療訴訟実務」の講義は一つの
講義を弁護士の先生方が二人で行う形態をとっており、
印象に残るものでした。

労働問題実務の講義では、雇用問題について先生方
が「使用者からの相談」と「労働者からの相談の二つのパ
ターンを想定した模擬相談を実演してくださいました。そ
の後、使用者側弁護人として、労働者側弁護人としての
留意点について講話がありました。医療訴訟実務の講義
では、医療過誤について患者側弁護を担当されている先
生と医療側弁護を担当されている先生が、受任から訴訟
までどのように扱っているかを簡単に説明してくださいま

した。
この二つの講義は先生方がそれぞれの立場から

ポイントをお話しされたので、相談の受け方・対応の
仕方の相違点、共通点がとてもわかりやすかったで
す。また実務上での内容を垣間見ることができてとて

も興味深かったです。

「知財事件実務」の講義では、商標を巡る侵害訴訟の

抗弁についての立証方法について、過去の事例を映像を

用いてわかりやすく説明していただいたことが印象に残り

ました。説得力のある証拠を揃えることができるか、がいか

に重要であるかがよくわかりました。「法律の学び方」の講

義では、自分の学習方法について考え直すいい機会となっ

たと思います。

私たち 1 年生にとって、前期では法律の基礎となるべき

事項の学習が中心でしたので、弁護士の先生方から実務

を交えた講義を聴くことができたのは、とても貴重な経験

でした。二日間にわたる集中講義によって、自分の将来に

ついて想いを馳せるとともに、先生方の講話や暖かい励ま

しは、今後の長く厳しい勉学への道のりに対する新たなモ

チベーションとなったと感じております。

法科大学院 1 年 姥 裕子


